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戦後経済再建期の鉄鋼労働組合運動・補遺
尼崎製鋼所争議にみる断面
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　戦後日本鉄鋼生産構造にみる戦前的構造から戦後的構造への再編成過程は，その経済再
建期の終局面となった朝鮮休戦後の不況局面で，戦後最初の鉄鋼過剰生産をめぐる鉄鋼各
社の競争によって急速に進められた。この過程で発生した鉄鋼労働争議の典型のひとつが，
別稿で対象とした尼崎製鋼所の1954年春から夏にわたった争議である。折から，朝鮮休戦
後に逆転した国際収支の改善策として，日本銀行の前年秋からの金融引締め政策をはじめ
とした，財政・金融のいわゆるデフレ政策がおこなわれており，この争議行為は，デフレ
下で深まる同社の資金難にもとずいた経営危機をめぐって発生した。別稿では，その争議
経過と諸結果について，日本鉄鋼業のこの局面をめぐる戦後的生産構造への再編成過程に
ともなった，労使関係の矛盾の深刻な発現形態を見出すことを課題とした。本稿は，次の
1に述べる欠陥を明らかにし，そのおかした過誤を深く反省するとともに，当初に構想し
ながら，十分に展開しえなかった問題視角を明確にするための補遺である。
　1．まず，西村寸秒通教授の労作「尼鋼争議」（藤田若雄，塩田庄兵衛編『現代日本の労
働争議』お茶の水書房，1963年，所収）から，争議経過とその特徴及びその後をふくむ多
くの記述内容を無断借用し，著しく礼を失したことを西村教授に深くお詫びする。しかも，
教授が「この争議の特徴」（所収書180ページ）として，（1）「鉄鋼業の再編成のなかにあっ
て」の「労働者の防衛闘争としての性格」，（2）「鉄鋼労連という名の大企業労連のスケジ
ュールからはみだした争議であり，鉄鋼労働者の統一的な支援によっておこなわれたもの
ではない」，（3）「『ぐるみ闘争』を典型的に実践し，地域住民と家族とを闘争のなかにひき
いれた」ことの3点を，尼崎製鋼労働組合の争議経験から抽出されていることは，当時の
先駆的な運動論的指摘として，今日ではおそらく学界に異論のない共通認識となっている
と思われるが，その3点の特徴把握を別稿のなかに不謹慎にもほとんどそのまま無断借用
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したことを深くお詫びする。さらに，その周到さを欠いた拙論を，本誌第14巻第3・4号，
田中生夫教授退官記念号に掲載させていただいたことについて，田中名誉教授，岡山大学
経済学会ならびに多くの方々に御迷惑をかけたことを深くお詫びする。
　II．別冊で構想していた問題視角は，尼崎製鋼所の労働争議の全過程とその諸結果を，
日本鉄鋼生産構造のこの局面をめぐる戦後的構造への再編成過程のなかに位置づけて，そ
れがもつ社会経済機構的な連関を明確に把握しようとする視点であった。この視点はすで
に先の西村論文の意図したところと思われるが，筆者が留意しようとしながら別稿でも明
らかにしていなかった論点は次のとおりである。
　その論点のひとつは，このような視点から，戦後日本の鉄鋼生産構造の戦後的構造への
再編成過程のなかで，銀行がになった役割にかかわっていた。そこでは，いわゆる金融引
締め＝デフレ下の尼崎製鋼所の資金難による経営危機の深まりについて，それに関与する
大株主であった三和，神戸の両銀行の融資行動との対応関係，及び，すでに西村論文によ
って指摘されている論点である三和銀行系列の労働組合と尼鋼労組との共同闘争不成立の
経過がもつ労働側への意義について，実証的に明らかにすべきであった。
　論点の第2は，鉄鋼過剰生産のなかで，尼崎製鋼所の経営陣が主力を注ぎ，やがて翌55年
4月から神戸製鋼所の系列下で稼動した，尼崎製鉄との提携による銑鋼一貫体制と，その
復活過程がもつ役割にかかわるものであった。先の別学ではむしろこの点について，神戸
製鋼所編入後における尼崎製鋼所の労使関係に関連させながら歴史的事実にもとずき詳論
すべきであった。
　論点の第3は，54年春からの争議を特徴づけた運動の方式にかかわっている。労働組合
運動にとって，地域と家族がになう役割とはなにか。それは，職場に基礎をおくその産業
別連帯の課題とどのように重なり合うのか。それが，尼崎製鋼労働組合の争議経験とその
諸結果を，過去の歴史的事実であるにとどまらせず，それについての従来の研究成果がも
つ意味をも今日問いかけることを必要とさせる問題であろう。さらにその悲惨な争議結果
について重要なのは，全員解雇後の物質的・精神的不安のなかでの「解雇された労働者と
その家族の状態についてである」（別稿79ページ）。しかしながら，この点の記述にかんし
ては，そのすべてが前記西村論文からの無断借用にとどまり，「企業内労使関係がもった
性格に関連づけ」（同前）るという当初の意図を展開できなかった。
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